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１．はじめに 

 

 現在、舗装道路補修費の予算配分は習慣的な方法で決

定されているため、効果的な予算配分が行われていない

と言える。 

そこで、西浦等(1)は習慣的な方法で予算配分が行われ

ているのに対して、利用者の満足度の観点に立った維持

水準を設定し、それに基づいた予算配分を行う方法を提

案している(以後従来研究と呼ぶ)。 

しかし、従来研究では一定の維持水準で固定した予

算配分のみ可能で、利用者の満足度を最大化する予算配

分を行うことができていなかった。 

 そこで、本研究では、実用化に向けて、様々な維持水

準の下で予算配分が可能である効果的なシステムの開発

を目指し、まずはそのシステムの設計を行い、そしてそ

れに基づいたシステムを開発することを目的とする。 

 

２．従来研究の概要 

 

（１）サービス水準の決定 

利用者の需要はサービス水準に対する不満足度で表

すことが可能である。 

つまり、サービス水準に応じた不満足度関数を設定

することで、サービス水準を向上させた場合の不満足度

の解消という便益を得ることが可能となる。 

また、供給はサービス水準を維持するために必要な

修繕コストであり、この二つを関数化することができれ

ば、予算制約がない場合においてはその均衡する点にお

いてサービス水準を決定することができる。 

 しかし、現実的には予算制約が存在することから、均

衡点よりも低いサービス水準を設定することが求められ

る(図－１)。 

その場合は、例えば利用者満足度を最大化する等の

観点から維持水準を設定し、需要関数がそれを達成する

ポイントでサービス水準を決定する。そして、これによ

って決定されたサービス水準と予算制約の交点から費用

を求める。 

 

 

（２）需要関数の導出 

需要はサービス水準に対する不満足度であると定義

し、また、舗装道路におけるサービス水準は走行速度で

あると定義する。 

そこで、不満足度と走行速度の関係を調べるために

高知県内の国道を感覚によって決定した不満足度の評価

基準 (表－１)を基に車で走行し、平成11年度交通セン

サスデータの交通量と規制速度とを照らしたところ、そ

の結果、交通量と規制速度に応じて相関がみられたため、

これらを差別化し区分する。具体的には、交通量を１万

台/日毎の5つに分類し、規制速度を40、50、60km/hの3

つに分類して、計15のエリアに分類する。よって需要関

数は道路区分毎に15種類作成される(表－２)。 

 

 （３）供給関数の導出 

供給関数作成に当たり、まず、工学的評価指標:MCI

(Maintenance Control Index)を基に作られた劣化関数
(2)を利用して、走行速度と年間単位補修費(以下、単位

補修費と呼ぶ)との関係を求める。具体的には劣化関数

に維持水準と経年数(共用年数)を設定することにより補

修回数を求めることができる(図－２)。そこで、MCIを0.

1刻みで設定しMCI全ての場合の補修回数を求める。補修

回数を算出式(図－３)に代入することで単位補修費が求

められる。よって、単位補修費はMCIの関係で表すこと

ができる。 

ここで、供給関数は単位補修費と走行速度の関係か

ら換算曲線(MCI=S/10+2,S≧80→MCI=10.0,S:走行速度,M

CI:最高10.0)を使ってMCIを走行速度に変換する。これ

により供給関数を求めることができる。 

 

３．本研究における予算配分 

 

 （１）予算配分問題の特徴 

予算配分というものは、それにより一意に問題設定

ができるものではない。つまり、その立場や価値前提等

により、様々な問題設定が可能と考えられる。 

 例えば本予算配分問題の対象は公共物である、という

観点に立つと全利用者の満足度を考慮した予算配分が求

められるため「予算制約下で全利用者の不満足度を最小 
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図－１ サービス水準の決定(予算制約あり) 

 

表－１ 不満足度の判断基準 

評価（速度）不満足度

この速度で快適、全く気にならない0%

この速度ならあまり気にならない20%

この速度では我慢できない80%

0 km/h、走りたくない100%

評価（速度）不満足度

この速度で快適、全く気にならない0%

この速度ならあまり気にならない20%

この速度では我慢できない80%

0 km/h、走りたくない100%

 

 

表－２ 道路区分の分け方 
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化する」(予算配分問題1)という問題として取り扱うこ

とができる。また、さらに公共物ということから地域差

のない一律の維持水準での予算配分が求められるという

観点に立つと、予算配分問題は「予算制約下で全道路の

不満足度一定での予算配分」(予算配分問題2)として取

り扱うことができる。 

一方、場合によっては様々な情勢により重点予算配

分が考えられるという観点に立つと、予算配分問題は

「予算制約下で重点配分を行いながらも、全体の不満足

度を最小化する予算配分」(予算配分問題3)として取り

扱うことができる。 

以上のようにいくつかの問題設定が考えられるが、

どの問題を選択するかは行政経営上の判断である。また、

本予算配分問題は、不満足度を変数として定量的に扱え、

特に予算配分問題1、予算配分問題3は予算制約の中で不

満足度を最小化する数理計画問題として扱うことができ

る。 

 

４．システム開発 

 

（１）システム設計 

0
2
4
6
8

10

5 10 15 20 25 30
経年（年）

M
C
I

5 10 15 20 25 30
経年（年）

M
C
I

補修回数1 補修回数2 補修回数3

補修回数1 補修回数2

維持水準

維持水準

0
2
4
6
8

10

図－２ 維持水準の設定によって異なる補修回数 
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図－３ 年間単位面積補修費用の算出式 

 

上述したように、本研究の予算配分問題は、問題設 

定が決まれば定型的に数理計画問題として解くことがで

きる。しかし、ここに至るまでは、需要関数作成に使う

走行速度や、政策を反映する重み付けにユーザの主観的

判断を要する。また、どの予算配分問題定義を選択する

かも同様である。その結果、問題全体としては半定型的

なものになる。半定型的な意思決定問題は解法が明確で

はないために、意思決定は個別にデータを吟味・分析な

どした上で、意思決定者が主観的評価を加えて最終的な

判断をしなければならないという特徴がある。 

このような半定型的な意思決定問題に対する経営学

上の成果として、意思決定支援システム(Decision Supp

ort System ;DSS)(3)というアプローチがある。意思決定

支援システムとは、半定型的な問題解決において意思決

定者を支援する対話型のコンピュータシステムである。

また、意思決定支援システムは、意思決定過程の支援を

目的とし、直接的な意思決定の置き換えは行わない。 

つまり、本研究では、予算配分システムを、ユーザ

の最終的な意思決定を支援するために、ユーザの設定し

た様々な条件の下で予算配分を行い、その結果の比較検

討を可能にするシステムとして設計する。 

 

（２）システム構成 

以上のシステム設計に基づくと、システムの構成を

図－４のように表すことができる。 

まず、ユーザインターフェースを介して入力データ、

重みデータを得る。入力データ・重みデータはユーザイ

ンターフェースを介して出力として受け取ることができ、

意思決定を支援することができる。基本データは情報量

が膨大でユーザインターフェースでは対応できないため、

ファイル入力する。次に、それらのデータは集計・定式
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化モジュールで内部処理するための形に変換される。そ

の際、変換されたデータは、数理計画モデルとともに舗

装道路補修費の予算配分算出モジュールにより最適化問

題として実行され、解を得る。出力はユーザインターフ

ェースを介して行われる。 

また、それぞれのデータがファイル項目になってい

るため、データを変えさえすれば異なる結果を得ること

ができ、それによってユーザが様々なシミュレーション

を行うことを可能にしている。 

 

（３）システムフロー 

 本システムの予算配分は、まず道路区分毎に行われる。 

その道路区分数は、上述のように需要関数の区分数によ

って決定する。ここでは（図－５）国道2種、需要関数

が3分類の場合を例に予算配分までの流れを説明する。 

 まず、国道をそれぞれ道路区分に分解して捉え、分解

した道路を道路区分毎に再構成する。 

  

ユーザインターフェース

舗装道路補修費の予算配分算出モジュール

集計・定式化モジュール数理計画問題式

重みデータ 入力データ 基本データ結果データ

図－４ システム構成図 

 

例：国道２種、需要関数が３分類の場合

道路区分に分解道路区分に分解
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国道A
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図－５ 道路区分別集計 
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図－６ 予算配分決定までの流れ 

 

道路区分毎の予算配分結果はそれぞれの面積と単位補修

費の乗算で得られる（図－６）。面積は交通センサスデ

ータによって得られる。一方、単位補修費は数理計画問

題式により得られた利用者満足度を最大化する最適解で

ある。その数理計画問題の定式化には交通量、道路区分

データ、重みデータ、予算データ、値域データ、道路デ

ータ、需要関数データ、供給関数データ、基本データが

必要であり、中でも、道路区分、需要関数、供給関数に

一般的なものはなく、利用者や地域が変わることで変化

する。これらをユーザーオープンにすることで本システ

ムに一般性を持たせた。 

以下、重要なユーザオープン項目について、データ

をどのようにして得ているかを述べる。 

 

a）道路区分作成 

 ユーザは道路区分作成に必要な交通量データ、規制速

度データを入力する。入力されたデータはセル集計され、

道路区分データとなる。道路区分データは予算配分問題

の道路区分として使われる。 

ｂ）需要関数作成 

 需要関数はユーザにより入力された走行速度情報によ

り作られる。走行速度情報は｢不満足度の判断基準(表－

１)｣に従ってユーザが決定し、ユーザインターフェース

を介し、道路区分ごとにそれぞれ4点ずつ入力される。

そして、入力された4点の走行速度情報を元に、システ

ムは需要関数データを作る。また、需要関数データを使

い、入力された4点を縦に不満足度、横に走行速度の関

係でプロットし、各点を線分で結ぶことで需要関数を作

成する(図－５)。 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80

速度（Km/h）

不
満
足
度
(％

)

 

図－７ 需要関数(道路区分１) 
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図－８ 供給関数 

 

ｃ）供給関数作成 

 従来研究により供給関数を求める解法は得られたが、

それによる関数化は行われていない。そのため供給関数 

はユーザにより入力された単位補修費情報により作られ

る。単位補修費情報は従来研究基づき走行速度(0～

69km/h)に対応する形で別途算出しておき、ユーザイン

ターフェースを介し70点入力する。入力された70点の単

位補修費情報を元に、システムは供給関数データを作る。

また、供給関数データを使い、入力された70点を縦に単

位補修費、横に走行速度の関係でプロットし、各点を線

分で結ぶことで供給関数を作成する(図－６)。 

により保障されるレベルのものである。 

 

（４）定式化 

 a）予算配分問題１ 

予算制約下で全利用者の不満足度を最小化する予算

配分を考えると、以下のように定式化できる。 

変数：道路区分毎の不満足度 

x1,x2,x3,・・・,x15 

目的関数：各不満足度の累計最小化 

min:F=a'A'x1+b'B'x2+c'C'x3+・・・+o'O'x15 

制約条件 

予算≧af(g(x1))+bf(g(x2))+・・・+of(g(x15)) 

α≦x1,x2,x3,・・・,x15≦β 

f(x):速度(km/h)→単価(円/年㎡) 

g(x):不満足度(％)→速度(km/h)への変換式 

a～o:道路区分ごとの面積(㎡) 

a'～o':0,1  a=0→a'=0, else→a'=1（道路区分の有無

を不満足度計に反映)  

A'～O':道路区分ごとの交通量(台/日) 

α,β:値域 

b）予算配分問題２ 

全道路の不満足度を一律にする予算配分考えると以

下のように定式化できる。 

変数：全道路の不満足度 x（一定） 

目的関数 

F=(a'+b'+c'+・・・+o’）x（一定） 

制約条件 

予算≧(a+b+c+・・・+o)f(g(x)) 

α≦x1,x2,x3,・・・,x15≦β 

 c）予算配分問題３ 

政策（重み）を考慮し、その中で不満足度を最小に

する予算配分を考えると以下のように定式化できる。 

変数：道路区分毎の不満足度 

x1,x2,x3,・・・,x15 

目的関数：各不満足度の累計最小化 

min:F=a'A'x1+b'B'x2+c'C'x3+・・・+o'O'x15 

制約条件 

予算≧Af(g(x1))+Bf(g(x2))+・・・+Of(g(x15)) 

α≦x1,x2,x3,・・・,x15≦β 

A～O：重み付け係数（重み・㎡） 

 重み付けは、費用のかけ方を差別化する行為であると

定義した。４の（２）で示したように、費用は面積と単

位補修費の乗算により求められるので、ウエイトをかけ

る対象は、変動し算出される単位補修費ではなく、面積

となる。面積はシステムフローで示した集計面積データ

に集計されており、それと同様の集計方法で重みを扱い

乗ずることで、重み付けされた面積データ(重み付け面

積データ)を得ることができる。それをさらに予算配分

に適応できるように道路区分別に集計し、それを重み付

け係数と呼び、定式化に加えた(図－７)。 

 

５．実行例 

 

（１）実行目的 

システムの作動確認のために行った予算配分につい

て説明を行う。ここでは上述の予算配分問題1と予算配

分問題3で定義した場合の比較検討を行う。 

 

（２）その他の入力情報 

 a）予算 510(百万円) 

b）需要関数・供給関数：従来研究で使用したもの 

 c）基本データ：平成11年度交通センサスデータ(高知

県) 

 d）値域：20≦ⅹ(不満足度)≦80 

 e）重み付け：国道別重み付けによる国道33号線に対

する重み｢2｣と、市町村別重み付けによる吾川郡伊野

町に対する重み｢3｣ 
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集計面積データ

市町村別

国道別

交通量別

重み付け
集計面積データ

市町村別

国道別

交通量別

市町村別

国道別

交通量別

集計面積データ

市町村別

国道別
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集計面積データ
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図－９ 重み付け係数の求め方 
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（３）実行結果 

以上の情報をユーザインターフェースから入力し、 
本予算配分決定支援システムを動作させる。なお、

入力データとして用いた情報は、ユーザによる吟味・検

証等すでに行われており、主観的評価を加えた後決定さ

れたものであるとする(表－４)。 

メニューの予算配分から予算配分3と予算配分1をそ

れぞれ実行する。不満足度を変化させて実際に解を得る

ソルバー実行画面(図－８、図－９)も、予算配分定義に

従ったものが存在する。そこでソルバーの最適化問題と

して解が得られる。予算配分実行結果は予算配分定義ご

とにそれぞれ保存され、国道別、市町村別、交通量別に

参照できる。ここでは、ウエイトをかけた項目(国道別、

市町村別)のみの結果を表示する(表―５、表－６)。  

 

表－４ 国道別予算配分結果 

510（百万円）95 217 99 99 ウエイトなし

510（百万円）73 169 190 78 ウエイトあり

全体56号55号33号32号

510（百万円）95 217 99 99 ウエイトなし

510（百万円）73 169 190 78 ウエイトあり

全体56号55号33号32号

 
 

表－５ 市町村別予算配分 

510 510 合計

4837南国市

2317土佐市

3427長岡郡大豊町

2016須崎市

7358室戸市

7166高知市

1218高岡郡日高村

2117高岡郡中土佐町

1626高岡郡佐川町

1422高岡郡越知町

1310香美郡野市町

53香美郡夜須町

75香美郡土佐山田町

54香美郡赤岡町

22香美郡香我美町

75吾川郡春野町

2845吾川郡吾川村

1253吾川郡伊野町

3325安芸市

1311安芸郡奈半利町

2721安芸郡東洋町

64安芸郡田野町

97安芸郡芸西村

108安芸郡安田町

ウエイトなし（百万円）ウエイトあり（百万円）市町村名

510 510 合計

4837南国市

2317土佐市

3427長岡郡大豊町

2016須崎市

7358室戸市

7166高知市

1218高岡郡日高村

2117高岡郡中土佐町

1626高岡郡佐川町

1422高岡郡越知町

1310香美郡野市町

53香美郡夜須町

75香美郡土佐山田町

54香美郡赤岡町

22香美郡香我美町

75吾川郡春野町

2845吾川郡吾川村

1253吾川郡伊野町

3325安芸市

1311安芸郡奈半利町

2721安芸郡東洋町

64安芸郡田野町

97安芸郡芸西村

108安芸郡安田町

ウエイトなし（百万円）ウエイトあり（百万円）市町村名

 

 
表－３ 各入力データ確認 

20
不満足度
下限（％）

80
不満足度
上限（％）

6050406253446456487263548070600

50403052423353443660504167554520

30221531231732251836282040312380

000000000000000100

道路
区分
１５

道路
区分
１４

道路
区分
１３

道路
区分
１２

道路
区分
１１

道路
区分
１０

道路
区分

９

道路
区分

８

道路
区分

７

道路
区分

６

道路
区分

５

道路
区分

４

道路
区分

３

道路
区分

２

道路
区分

１

不満足度
（％）

510
予算

（百万円）

20
不満足度
下限（％）

80
不満足度
上限（％）

6050406253446456487263548070600

50403052423353443660504167554520

30221531231732251836282040312380

000000000000000100

道路
区分
１５

道路
区分
１４

道路
区分
１３

道路
区分
１２

道路
区分
１１

道路
区分
１０

道路
区分

９

道路
区分

８

道路
区分

７

道路
区分

６

道路
区分

５

道路
区分

４

道路
区分

３

道路
区分

２

道路
区分

１

不満足度
（％）

510
予算

（百万円）

 
 

 
図－１０ ソルバー実行画面、予算配分3(重み付けあり) 
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図－１１ ソルバー実行画面、予算配分1(重み付けなし) 

 
 以上のように、重みをかけた場合とそうでない場合で

は、重みの度合いに依存する形で費用(予算配分結果)が
異なった。注目すべきは、重み付けした場合とそうでな

い場合とで不満足度計に違いがあったということである。

今回の条件で予算配分を行うと、重みを付けた場合の方

が、全体的な配分結果は低くなった。 
一方、条件によっては逆もありうるので、そういっ

た意味でユーザは様々な予算配分を検討する必要があり、

またシステムは容易にその比較を可能にする意思決定支

援システムとして機能している。 
 
６．おわりに 

 

本研究では舗装道路を対象として、より実際的で効

果的な予算配分の実現を目指して、意思決定支援システ

ムとしてシステム開発を行った。その結果、成果として

以下のようなことが言えると考えられる。 
（１）現実的な問題設定を行い、定式化し、ソルバ

ーの精度内で、それに対する最適解を求めることができ

るようになったことから、より実際的なシステム開発が

できたと考えられる。 
（２）本研究ではシステムを需要関数、供給関数、

道路区分など予算配分のポイントとなる入力項目をユー

ザオープンとし、データ駆動型システムとして開発した。

そのため従来研究の対象とした以外の舗装道路に於いて

も予算配分が可能となったことから、より一般性のある

システムが開発できたと考えられる。 

 
一方、今後の課題としては以下のことが言える。 

 （１）供給関数は入力されたデータをプロットし、線

分関数として近似しているため、実用化に向けては、よ

り精緻に関数化する必要があると考えられる。 
 （２）本研究は次の開発段階として、実際に現場でシ

ステムを使用してもらい、評価を受ける必要があると考

えられる。 
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